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序     文 

 

 

本「総合村落林業開発計画延長フェーズ」は、2000 年 1 月から実施した「セネガル国総合村

落林業開発計画」による成果の定着と拡大を主目的として、2005 年 4 月から開始されました。

プロジェクトでは、対象地域住民により持続的自然資源管理活動が実行されるよう、「プロデフ

ィモデル」を展開し、同モデルに必要な改善を加えて対象地域内で活動の普及をはかりました。 

 

今般、協力期間が 2008 年 3 月 31 日をもって終了するのに先立ち、これまでの協力内容の評

価をセネガル側と共同で実施するため、独立行政法人 国際協力機構（JICA）は、2007 年 12 月

に終了時評価調査団を派遣し、その結果についてセネガル共和国政府関係当局者と署名を交わ

しました。 

 

本報告書は、同調査団が実施した調査及び協議結果を取りまとめたものです。ここに本調査

にあたりましてご協力を賜りました関係各位に対して深甚なる謝意を表しますとともに、今後

とも本件技術協力の成功のため、引き続きご指導、ご協力いただけますようお願い申し上げま

す。 
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写     真 

 

 

 

 
グループや個人によって植林されたユーカリ。2005 年は集

団による植林本数の方が個人を上回っていたが、2007 年

は、個人による植林が 2005 年の約 3 倍となりグループによ

る植林本数を上回っている。   

 
ユーカリは塩害地でも成長し、萌芽更新によによって木質が

成長する早生樹である。住民は丸太等にしてより高価に販

売することを実践している。 

 
白く噴き出た塩で覆われている塩害地。 

 
根を塩害から保護するため、ポットにユーカリの苗木を植え

たまま植林を行っている。 

 

    
     
       

 

 



 

 
土壌浸食対策として日本人専門家の指導によって村人が作

製した枠堰。6 月～10 月の雨季の集中豪雨時には、降雨で

土壌が流され、馬車等が通りにくくなり道路が寸断されるとこ

ろもある。（Ndiakhene村） 

 
カオラック州ニョーロ県の過去 22 年間の年間平均降雨量

は 、746.9mmであり、村人は落花生等を栽培している。 

 
Kantora Ly村の野菜栽培。Sotokoye村の畑では、レタス、

キャベツ、人参、ナス等を栽培しており、マーケットで販売もし

ている。ただし、水不足が問題となっていた。 

 
Medina Ngueyene 村の木炭製造用の窯。木炭は、都市部

を中心に広く消費されているが、その主な原料の天然木資

源は減少傾向にあるため、ユーカリの新たな用途として有望

である。木炭製造は、建設用足場材に向かないユーカリの有

効利用になる。 

 
Ndiakhene村でのインタビュー終了後の様子。 

 





 

評価結果要約表 

 

1 案件の概要 

国名：セネガル共和国 案件名：総合村落林業開発計画延長フェーズ 

分野：村落林業・村落振興 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：セネガル事務所  協力金額（評価時点）： 

本体協力：約 500,000,000円 

延長フェーズ：約 341,699,000円 

先方関係機関：環境・自然保護・滞水池・人造湖省水森

林狩猟土壌保全局 

日本側協力機関： 林野庁 

協力期間： 

本体協力期間：2000年 1月 15日~2005年

1月 14日 

（R/D締結日：1999年 8月 26日） 

2005年 1月 15日～2008年 3月 31日（延

長フェーズ） 

(R/D締結日：2004年 12月 22日) 

他の関連協力： 

1-1 協力の背景と概要 

 セネガルでは近年、人為的要因などによる森林植生の減少や、土壌・環境の劣化に伴う農業生産の

悪化が問題となっており、地域経済の活性化を阻害している。日本は 2000年 1月よりプロジェクト

方式技術協力「セネガル国総合村落林業開発計画」を開始し、地域住民による自主的な植林活動の促

進と地域生産システムの改善を通じて、住民の生活向上と生態系の維持・回復を支援してきた。プロ

ジェクトの開始時には、過大とも思える計画を策定したために、当初はプロジェクトの実施に困難を

生じたが、プロジェクト期間のほぼ中間の 2002年 9月に計画の大幅な見直しを行い、地域住民に対

する研修に焦点をしぼった地域開発・自然資源管理に関する普及モデルの開発を目指すプロジェクト

としている。 

同プロジェクトの終了に際して、上記の背景から、住民による持続的な自然資源管理活動について、

定着するに至っていないことから、セネガル政府から要請を受け、延長フェーズを実施することに合

意した。それを受けて、JICAはアイ・シー・ネット株式会社に業務委託する形で、2005年 1月より

本プロジェクト延長フェーズを開始した。 

 本プロジェクトは、参加者を選択しない研修をエントリーポイントとし、住民のニーズに合致した

活動を実施することで、住民による自然資源管理活動の持続性の確保を念頭に行われた。また、本プ

ロジェクトの提案する「PRODEFI モデル」（以下「モデル」）が、プロジェクト終了後も他組織に活

用されるよう、モデルの持続性の確保が目指され、同時に経験や成果を共有するための広報活動も実

施された。 

※【PRODEFI（プロデフィ）モデルについて】 

プロデフィモデルは、総合的な住民参加型村落開発アプローチであり、住民が持っている活力を引き

出し、その活力を個人や組織の活動の活性化につなげ、住民を自分達による自分達のための地域の開

発プロセスへと導くアプローチです。 
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1-2 協力内容 

(1)上位目標 

対象地域住民により持続的自然資源管理活動が実行される。 

(2)プロジェクト目標 

 「持続的自然資源管理普及モデル（PRODEFIモデル）」を展開し、同モデルに必要な改善を加え、

対象地域内で活動の普及を図る。 

(3)成果 

1）各対象村の社会経済及び生態系に係る基本データが収集される。 

2）対象村の村人と共に研修プログラムが策定される。 

3）研修プログラムに基づき村人が研修を受ける。 

4）持続的自然資源管理に係るエクステンションモデルが研修員の普及ネットワークを通じて実践さ

れる。 

5）研修後、持続的な自然資源管理活動を継続するため、村人によってローカルリソースが活用される。 

6）PRODEFIの成果が広くアクセス可能なものとなる。 

7）PRODEFIの管理、調整、コラボレーション能力が強化される。 

(4)投入（延長フェーズ） 

1）日本側： 

・長期専門家派遣：8名     ・供与機材：約 9,300千円 

・研修員受入：4名       ・ローカルコスト負担：約 8.515円 

2）セネガル国側： 

・カウンターパート：6名 

・土地・建物：土地を提供、建物は本体フェーズにて日本側予算で建設。 

・ローカルコスト負担：約 8,248千円 

2 評価調査団の概要 

調査者 担当分野 ：氏名       職位 

団長/総括：伊禮 英全 JICAセネガル事務所長 

評価指導 ：高野 憲一 JICA地球環境部 技術審議役 

評価計画 ：松久 逸平 JICA地球環境部 第一 G森林・自然環境保全第二 T 

調査計画 ：加藤 浩一 JICAセネガル事務所 

評価分析 ：田中 里美 （株）CDCインターナショナル 

評価分析 ：Mr. Ibrahima NDIAYE      

環境・自然保護・貯水・人口湖省森林局フォローアップ・評価部 

評価分析 ：Mr. Mame Mory DIAGNE 

      環境・自然保護・貯水・人口湖省森林局造林部 

※本件調査は日本側とセネガル側とにより合同で実施された。 

調査期間 2007年 12月 3日～同月 14日  

3 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

3-1-1）上位目標：「対象地域住民により持続的自然資源管理活動が実行される。」 
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終了時評価時点で PRODEFI モデルを取り入れている他ドナー及び NGO はないが、いくつかの肯

定的な傾向が見られた。具体的には、ダカール森林局は、日本社会開発基金（JSDF）に PRODEFIモ

デルを適用したプロジェクト・プロポーザルを作成し提出した。また、モデルに関するドラフト・ユ

ーザーズ・マニュアルが作成され、各ステークホルダーに配布された。プロジェクトは 2つのドナー

のプロジェクトと連携協定を締結し、他 1プロジェクトとも同協定について検討中にある。その他、

プロジェクトと連携している PROGERT が、PRODEFI の対象地域をプロジェクト・サイトとして選

定している。 

 

指標１：持続的な自然資源管理の PRODEFIモデルを採用した他ドナー及び NGOの数 

指標２：PRODEFIモデルから習得した知識や技術を実践した人の数 

 

3-1-2）プロジェクト目標：「持続的自然資源管理普及モデル（PRODEFI モデル）」を展開し、同モデ

ルに必要な改善を加え、対象地域内で活動の普及を図る。 

PRODEFI モデルに関するドラフト・ユーザーズ・マニュアルは、森林局に 40 冊、カオラックの

NGOや他ドナー等関係者に 50冊、他の地域の関係者に 2冊配布された。同マニュアルはプロジェク

ト終了までに最終版が完成予定である。研修参加者のネットワークを通して研修内容が対象村落内外

で普及されている。2007年 1月の調査結果によると、1人の研修参加者につき約 1～30人の研修不参

加者に研修内容を伝達しており、平均すると各人が約 5人に研修内容を伝えていることになる。2007

年 12月 11日にプロジェクト・サイトであるカオラック州ニョーロ県で実施されたセミナー参加者の

インタビュー結果によると、PRODEFI モデルは、地域住民による持続的な自然資源管理のためのア

プローチとして適切と評価されている。 

 

指標１：＜研修参加者の普及ネットワークを基盤にした持続的な自然資源管理のための普及モ

デル＞（英仏語版）が利用可能である 

指標２：持続的な自然資源管理の普及モデルのマニュアルの配布数 

指標３：PRODEFIモデルの関連組織のコメント 

 

3-1-3）成果 

1）成果 1：各対象村の社会経済及び生態系に係る基本データが収集される。 

全対象村落で 2 つの調査が実施され、「ベース・ライン調査報告書」及び「地域資源調査報告書」

としてまとめられ、研修プログラム策定及び実施に際して参照された。 

 

指標 1：各村で少なくとも 1つの調査が行われる 

指標 2：頻繁に調査レポートが（プログラムデザイン等に）参照される 

 

2）成果 2：対象村の村人と共に研修プログラムが策定される。 

21の新規対象村落のうち 20の村落で 9つ以上の研修モジュールが作成され、1村落では 8つの研

修モジュールが作成された。9つの継続対象村落のうち 5つの村落で 4つ以上のモジュールが作成さ

れ、それ以外の 4つの村落では、3つのモジュールが作成された。 

プロジェクト実施期間を通して、合計 246 セッション（回）の研修が対象村落で実施され、13 セッ
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ション（回）の出前研修（対象村落以外での研修）が POGV2と PROGERTの両プロジェクトの対象

村落で実施された。 

 

指標 1：各対象村落で準備された研修モジュールの数：現フェーズで選定された村では 9つのモ

ジュール、前フェーズで選定された村では 4つのモジュール 

指標 2：研修セッション（回数）の数（225セッション） 

 

3）成果 3：研修プログラムに基づき村人が研修を受ける。 

合計 5,002人の男性と 10,822人の女性が植林、苗木生産、野菜栽培・加工等の研修を受講した。 

 

指標 1：社会グループによって分類された研修参加者の人数（男性：1823人、女性：4860人）

 

4）成果 4：持続的自然資源管理に係るエクステンションモデル（PRODEFIモデル）が研修員の普及

ネットワークを通じて実践される。 

プロジェクトの調査によると平均 59.2％の研修参加者が、研修を通して知識と技術を習得した。研修

後の実践の割合は、研修モジュールによって異なるが、ほとんどの場合、10％以上の研修参加者が研

修によって習得した技術を実践している。 

プロジェクトの調査によると、50 人の研修不参加者が研修参加者の実践をコピーした。指標 2 は終

了時評価時点では達成されていないが、上記データは 2007年 1月に取られたもので、サンプル数も

研修不参加住民 1,169分のみであることから、プロジェクト終了時には達成が見込まれる。 

終了時評価時のアニメーターへの質問紙調査結果から、枠堰による土壌浸食の問題解決に関連して、

住民が自費で資機材の輸送経費を支出するなど自主性に向上が見られた、と回答あった。 

 

指標 1：10％以上の研修参加者が研修で習得した知識や技術を使う 

指標 2：67人の住民が研修参加者の実践をコピーする 

指標 3：住民の行動変化 

 

5）成果 5：研修後、持続的な自然資源管理活動を継続するため、村人によってローカルリソースが

活用される。  

2006年の苗木生産活動の研修参加者は、200人の個人と 29グループ、2007年は、302人の個人と 26

グループであった。植林活動の研修参加者数は、1,919人の個人と 194のグループであった。 

住民は植林活動のために、苗木の運搬（森林局から植林地）に自らの荷馬車を使い、プロジェクト車

輌を利用する時は燃料代を支払っている。また、住民は枠堰を造るための石や材料の運搬に係る燃料

費を支出している。 

 

指標 1：持続的な自然資源管理のための各活動の研修参加者数 

指標 2：住民の研修後の各自然資源管理活動への資金面、行動面での貢献 

 

6）成果 6：PRODEFIの成果が広くアクセス可能なものとなる。 

ドラフト・ファイナル・レポートが作成され、3人のカウンターパートがそれぞれ対象村落を分担
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して調査報告書を作成している。また、持続的な自然資源管理のための普及モデルのドラフト・マニ

ュアルが作成され、プロジェクト終了までに最終版が完成予定である。 

プロジェクトは、計画、実施、プロジェクト結果報告のために 10 回セミナーを実施し、プロジェ

クト終了時までに 4つのセミナーが計画されている。 

プロジェクトの調査結果によると、96％の住民がプロジェクトの存在を知っており、そのうち 84％

がプロジェクト活動の主な内容を答えられる。なお、UNDP、GEF、世銀、IFAD、WADB、GTZ及び

USAIDについては、ドナー会議や連携協定に係る交渉を通じて、プロジェクトは認識されている。 
 

指標 1：英仏語で少なくとも 5つの出版物（英仏語のファイナル・レポート、仏語での対象地域にお

ける 3つの調査レポート、自然資源管理の普及マニュアル：プロジェクト終了時に評価） 

指標 2：プロジェクト主催の結果発表セミナーの数 

指標 3：住民と他ドナー間での PRODFFIの知名度のレベル 
 
 
7）成果７：PRODEFIの管理、調整、コラボレーション能力が強化される。 

プロジェクトの調査結果によると、294人の住民のうち 93.5％が特に収入向上活動やキャパシティ

強化の点でプロジェクト活動に満足していると回答した。 

プロジェクトは PROGERT及び POGV2のプロジェクトと連携に係る協定に署名し、PROMERとも協

定の署名を検討中。 

 

指標 1：PRODEFIとのパートナーシップに満足している住民の割合 

指標 2：署名された連携署名の数 

3-2 評価結果の要約 

1.評価結果の要約 

(1)妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の理由から高いと判断される。 

上位目標とプロジェクト目標は、自然資源の持続的管理利用、そのための住民レベルの能力強化を

掲げるセネガルの国家政策である「第二次貧困削減戦略ペーパー（DSRPⅡ:2006-2010）」、「環境セク

ター政策書簡(LPSE)」及び「セネガル森林政策(PFS)」に合致している。更に、「JICA 国別事業計画

（2006）」でも砂漠化防止を含む環境は重点分野の一つとされ、これまで住民による無秩序的な自然

資源の利用がなされてきた経緯から、住民による持続的な自然資源・環境管理は重要なアプローチと

されている。 

また、本体フェーズについては、プロジェクト期間のほぼ中間にあたる 2002年 9月に大幅な計画

の見直しを行ったため、同フェーズの終了時点では、住民に対する技術研修も同技術を用いた収入向

上活動も始まったばかりであった。技術の定着とその技術を用いた収入向上活動の展開、さらには同

収入を利用した新たな収入向上活動の展開を図る上で、延長フェーズの実施は適切であった。 

(2)有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から概ね高いと判断される。 

1)プロジェクト目標達成の見込み 

調査時点でプロジェクト目標に関する指標をほぼ満たしており、プロジェクト目標はプロジェクト

終了までに達成されると思われる。PRODEFIモデルのドラフト・ユーザーズ・マニュアルが森林局、
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関係者、NGO等に配布され、プロジェクト終了までには完成される予定である。 

2)アウトプットのプロジェクト目標への貢献度 

 全てのアウトプットは、プロジェクト目標達成に必要なステップと言え、各アウトプットの達成が

プロジェクト目標の達成をもたらしたと言える。 

3)促進要因： 

プロジェクトの非選択式の研修方法は研修の機会を得られなかった多くの村人のモチベーション

を高めた。プロジェクトの研修では現地リソース（講師・機材等）を積極的に活用した。その結果、

住民は必要な時に研修講師に指導を求めることができ、プロジェクトが導入した活動の持続性を高め

た。アニメーター（村落普及員）の活動が適切な住民のニーズ把握、緻密なフォローアップ、モニタ

リングに貢献した。 

(3)効率性 

以下の通り適切な投入がなされた結果、適切なアウトプットを得た。よって、プロジェクトの効率

性は高いと判断される。また、延長フェーズでは、本体フェーズに中盤で導入された研修を中心とす

るプロデフィモデルの普及・展開に努めており、本体フェーズで導入された考え方、実施体制をその

まま活用して効率的な実施を図った。 

1)投入 

＜日本側＞ 

専門家派遣は、タイミング、期間、人数、質、専門性の点で適切であり、専門家はアウトプットの

達成に貢献した。カウンターパート本邦研修は、タイミング、期間、人数、質、内容、技術・知識の

活用の点で適切に実施された。機材についてもタイミング、質、量、活用の点で適切であり、アウト

プットの達成に貢献した。 

 

＜セネガル側＞ 

カウンターパートの配置は、タイミング、技術レベルについて適切であり、アウトプット達成への

貢献度は高い。プロジェクト事務所の土地はセネガル側が提供し、事務所は本体フェーズに日本側予

算で建設されたものを引き継いだ。セネガル側予算については、遅滞が生じるなど不適切な面もみら

れた。 

(4)インパクト 

1)上位目標の発現状況及び同目標達成の見込み： 

終了時評価時点で PRODEFI モデルを取り入れている他ドナー及び NGO はない。しかし、ダカー

ル森林局は日本社会開発基金（JSDF）に PRODEFIモデルを適用したプロジェクト・プロポーザルを

作成し提出している。また、モデルに関するドラフト・ユーザーズ・マニュアルが作成され、各ステ

ークホルダーに配布された。さらには、プロジェクトは 2つのドナーのプロジェクトと連携協定を締

結し、他 1 プロジェクトとも同協定について検討中にある。その他、プロジェクトと連携している

PROGERTが、PRODEFIの対象地域をプロジェクト・サイトとして選定している。このように、上位

目標の達成に向けて各種取り組みがなされており、同目標達成の見込みは高い。 

2）予期せぬ正のインパクト： 

住民同士のコミュニケーションと協力体制が強化された。収入向上活動の利益の一部を活用して井

戸等が整備・管理された。ニョーロ森林事務所のカウンターパートの意識が高まり、村人と積極的に

活動を行うようになった。 
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3)予期せぬ負のインパクト： 

収入向上に伴い、女性グループが管理するファンドに関連して男性グループと女性グループとの間

の協力関係が悪化した。 

(5)自立発展性 

以下の通り、対象村落における持続的自然資源管理活動の自立発展性は高いが、PRODEFI モデル

の自立発展性については確実なものとはなっていない。 

5-1）PRODEFIモデルの普及 

他プロジェクトは、枠堰の技術のようにプロジェクトが導入した個別の技術を積極的に取り入れて

いるが、プロジェクト実施のアプローチである PRODEFIモデルを採用するには至っていない。 

5-2）ニョーロ県森林局 

1）政策・制度・財政面 

持続的な自然資源管理は同県森林局とっても重要政策の一つであり、プロジェクト終了後も活動の

継続が期待できる。他方、財政面では同県森林局が潤沢な活動資金を有するわけではないことから活

動の継続には不安はある。しかし、他プロジェクト（PROGERT）がニョーロ県を対象地域として活

動を展開予定であることから、同プロジェクトの予算によって同県森林局の予算が補われる可能性が

ある。また、ダカール森林局によれば、来年度は同プロジェクトのフォローについて予算が用意され

る予定。 

2）組織・人材面 

ニョーロ県森林局における組織的あるいは人材的な問題はない。プロジェクト実施中と同様の体

制・人員が維持される予定。 

3）技術面 

ニョーロ県森林局員の技術レベルは全く問題ない。同局員の中にはプロジェクトの研修講師として

講義・実習を実施した者もいるほどで、この点に関する問題はない。また、住民と共同する体制にあ

り、プロジェクト後も支援が継続することが期待できる。 

5-3）対象村民 

1）組織・人材・財政面 

各対象村では組織だった現金収入活動が実施されている。また、同活動から得られた利益をマイク

ロファイナンスの形で貸付をしたり、現金収入活動の資金繰りに充てたりとしっかりとした財政管理

がなされていると言える。 

2）技術面 

住民はプロジェクトが導入した現金収入向上活動に係る技術を習得し既に収入をあげている。 

3-3 効果発現に貢献した要因 

1）住民の技術習得に関して、プロジェクトの特徴である研修スタイル（対象者を選択せず多数を対

象として村で現地のリソースを活用して実施）が非常に有効であった。 

2）1 地区 1 担当制のアニメーター（村落普及員）を活用して、きめ細かく住民のニーズに対応した

ことが、住民のニーズ発掘及び技術習得の質とレベルを高めた。  

3）発表会やサイト訪問等を通じた広報はプロジェクトに関する外部者の理解を促進し、またセネガ

ル側のプロジェクト関係者の意欲向上にもつながった。 

4）プロジェクト実施についてもニョーロ森林事務所の森林官を研修の講師として活用するなど、十

分に巻き込んだ。 
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3-4 結論 

（1）PRODEFIモデルの持続性という観点については、さらに強化されるべき点はあるものの、プロ

ジェクト目標は達成され、評価 5項目もほぼ満たされたと評価する。 

（2）終了時評価時点で PRODEFIモデルを取り入れている他ドナー及び NGOはないが、いくつかの

肯定的な傾向が見られた。具体的には、ダカール森林局は、日本社会開発基金（JSDF）に PRODEFI

モデルを適用したプロジェクト・プロポーザルを作成し提出した。また、モデルに関するドラフト・

ユーザーズ・マニュアルが作成され、各ステークホルダーに配布された。プロジェクトは 2つのドナ

ーのプロジェクトと連携協定を締結し、他 1プロジェクトとも同協定について検討中にある。その他、

プロジェクトと連携している PROGERT が、PRODEFI の対象地域をプロジェクト・サイトとして選

定している。 

（3）上記（2）以外については、いくつかの成果の指標については大きく上回るものもあるなど、対

象村落における持続的な自然資源管理活動の展開、そしてそれに係る改善がなされ、対象村落内にお

いて普及されたと評価できる。 

3-5 提言 

（1）プロジェクト活動の自立発展性（持続性）の確保に向けて 

1）プロジェクトの成果を持続・発展させていくためには、住民への技術支援が引き続き必要となる

ことも想定できる。この場合に対応するため、ダカール森林局は、プロジェクトに配置してきたプロ

ジェクトコーディネーターを本プロジェクトの活動を継続支援できるようなポストに配置し、プロジ

ェクトの成果の定着を確実なものとする必要がある。 

2）ダカール森林局は、ニョーロ森林事務所による住民への支援活動を効果的なものとするため、車

輌の燃料や維持管理の予算を確保する必要がある。 

（2）PRODEFIモデルの普及と適用 

1）PRODEFIモデルの普及については、プロジェクトによって鋭意実施されたが、他のパートナー（ド

ナー等）がモデルを彼らのプロジェクトに採用するには至ってない。このため、プロジェクトは

PRODEFI モデルの効果をわかりやすく説明するなどして、引き続き他パートナー機関に働きかける

ことが必要である。 

2）森林局は PRODEFIモデルを高く評価しており、同モデルを活用したプロジェクト案も既に策定さ

れている。プロジェクトは、同プロジェクトがファイナンスされるよう、関係機関に働きかける必要

がある。 

（3）対象地域近隣の類似プロジェクトとの情報交換 

1）村落レベルでの技術や手法をお互いに情報交換することは、プロジェクトの成果をより良くする

だけでなく、村落の発展にも直接的につながりうる。このため、ダカール森林局は類似のプロジェク

トとお互いの成果を情報交換し、村落の発展に役立てていくことが大切である。 

（4）ユーカリのマーケットと炭の生産・販売の許可に関する適切な申請手続きのための調査 

1）現在、建築現場用足場材としてユーカリ材の需要が増大し価格が上昇している。これにより、ユ

ーカリ材の販売は村人にとって大きな収入源となっている。ダカール森林局は、将来のユーカリ材の

マーケット動向を踏まえた調査を実施し、適切な情報を住民へ提供していく必要がある。 

2）ユーカリ材からの炭生産が住民にとって利益を生み出そうとしている。ダカール森林局は、将来

的な需要と供給、生産・販売に係る手続きの整備・簡略化等に関し検討の必要がある。 
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3-6 教訓 

（1）本プロジェクトでは、対象村落 30村を 6地区に分けて各地区に 1名のアニメーター（村落普及

員）を配置していた。アニメーターの多くは対象村落の近隣の出身であったため、村落にも溶け込み

やすく、プロジェクトの実施を非常に効率的なものとさせた。このように、プロジェクト運営を効率

的なものとさせ、また村落民のニーズに緻密に対応するため、地区担当制でアニメーターを雇用して

配置することは非常に有用である。 

（2）他機関との連携については、当然ながらプロジェクトが連携先のプロジェクトにとっても魅力

的な「何か」を有している必要がある。本プロジェクトの場合、それは枠堰の製作技術等であったが、

連携先プロジェクトにとっても有用な技術・知識・情報がない限り、連携は名ばかりのものとなって

しまう。 

 

ⅸ





 

目     次 

 

 

序文 

プロジェクト位置図 

写真 

評価結果要約表 

第 1章 終了時評価調査団の派遣........................................................... 1 

1-1 調査団派遣の目的............................................................ 1 

1-2 調査団員の構成.............................................................. 1 

1-3 終了時評価調査の方法 ........................................................ 1 

1-4 評価調査日程................................................................ 3 

第 2 章 プロジェクトの背景・経緯と概要 ................................................... 5 

2-1 相手国の要請の背景.......................................................... 5 

2-2 プロジェクトの経緯.......................................................... 6 

2-3 プロジェクトの概要.......................................................... 6 

第 3 章 プロジェクトの実績............................................................... 8 

3-1 プロジェクトの実施体制 ...................................................... 8 

3-2 プロジェクトの投入実績 ...................................................... 8 

3-2-1 日本側投入............................................................. 8 

3-2-2 セネガル側投入 ....................................................... 9 

3-3 プロジェクトの成果の達成状況 ............................................... 11 

3-3-1 アウトプット 1の実績 ................................................ 11 

3-3-2 アウトプット 2の実績 ................................................ 11 

3-3-3 アウトプット 3の実績 ................................................ 13 

3-3-4 アウトプット 4の実績 ................................................ 13 

3-3-5 アウトプット 5の実績 ................................................ 13 

3-3-6 アウトプット 6の実績 ................................................ 15 

3-3-7 アウトプット 7の実績 ................................................ 15 

3-4 プロジェクト目標の達成状況 ................................................. 16 

3-5 上位目標の達成見込み ....................................................... 18 

第 4 章 評価結果........................................................................ 20 

4-1 評価 5項目による評価結果 ................................................... 20 

4-1-1 妥当性 .............................................................. 20 

4-1-2 有効性 .............................................................. 20 

4-1-3 効率性 .............................................................. 21 

4-1-4 インパクト .......................................................... 21 

4-1-5 自立発展性 .......................................................... 22 

第 5 章 結論・提言・教訓・団長所感 ...................................................... 23 



 

5-1 結論......................................................................... 23 

5-2 提言......................................................................... 24 

5-3 教訓......................................................................... 25 

5-4 団長所感..................................................................... 25 

 

付属資料 

1 合同終了時評価報告書 英文............................................................29 

2 合同終了時評価報告書 仏文...........................................................103 

   



 

第 1 章 終了時評価調査団の派遣 

 
1-1 調査団派遣の目的 

 
本調査団は、本プロジェクトについて、これまでの活動実績・実施プロセスを確認し、評価 5項目（妥

当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に基づいてセネガル関係省庁と合同で評価を行った。 

評価結果は、プロジェクト終了までの改善のみならず、案件終了後のセネガル政府による成果の継続に

向けた提言として、また今後の対セネガル環境分野における日本の協力に指針を与えるものとして活用

する。 

 

1-2 調査団員の構成 

 

 

1-3 終了時評価調査の方法 

 
（1）本終了時評価調査においては、プロジェクトの実績、実施プロセス、成果・目標・上位目標の達

成状況を確認した上で、JICA 評価ガイドラインに沿って評価 5 項目の観点からプロジェクトの評価を

行った。評価 5項目とは「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「自立発展性」である。各項

目の概略を以下に記す。 

 

【妥当性】 

 妥当性はプロジェクトの正当性や必要性を問うもので、プロジェクトが目指している効果（プロジェ

クト目標や上位目標）が、セ国の環境分野の開発政策、日本の援助政策と整合性があるかどうか、セ国

の環境分野の課題解決策として適切か、プロジェクトの戦略･アプローチの妥当性を問う視点である。 

 

【有効性】 

 有効性はプロジェクトの効果を問うもので、プロジェクトによって産出された成果によりどの程度プ

ロジェクト目標が達成されたのか、あるいは達成が見込まれるかを問う視点である。 

 担当分野 氏名 所属 

1 団長/総括 伊禮 英全 JICAセネガル事務所長 

2 評価指導 高野 憲一 JICA地球環境部 技術審議役 

3 評価計画 松久 逸平 JICA地球環境部 第一 G森林・自然環境保全第二 T  

4 調査計画 加藤 浩一 JICAセネガル事務所 

5 評価分析 1 田中 里美 （株）CDCインターナショナル 

6 評価分析 2 Mr. Ibrahima  

NDIAYE 

環境・自然保護・貯水・人口湖省森林局フォローアップ・評価部

次長 

7 評価分析 3 Mr. Mame Mory  

DIAGNE 

環境・自然保護・貯水・人口湖省森林局造林・土壌保全部 次長
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【効率性】 

 効率性はプロジェクトの実施過程の中で様々な投入が効率的に成果に結びついたかどうか、もっと効

率的な手段（より低いコストで達成できる代替手段あるいは同じコストでより高い達成度を実現する代

替手段）がなかったかどうかを問う視点である。 

 

【インパクト】 

 インパクトはプロジェクト実施によりもたらされる長期的、間接的あるいは波及的効果を問う視点で

ある。プロジェクトの上位目標に対する影響、直接･間接的な影響･変化、予期しなかった望ましい（プ

ラス）あるいは望ましくない（マイナス）の影響・変化などの視点が含まれる。 

 

【自立発展性】 

 自立発展性は JICAの協力終了後の持続性を問うもので、援助が終了してもプロジェクトで発現した

効果が持続するかどうか（あるいは持続する見込みがあるかどうか）を問う視点である。 

 

(2) 既存資料の分析と評価デザインの策定 

終了時評価に先立ち、プロジェクトの各報告書等をレビューし、プロジェクトの実績・実施プロセス

及び評価 5項目のための評価設問（判断基準、方法、データ収集、調査方法等）を検討し、評価グリッ

ドを作成した。 

 

(3) 関係者への質問票の配布 

上記評価グリッドに基づいて、プロジェクト関係者（環境省水森林狩猟土壌保全局、カオラック州森

林局、ニョーロ県森林事務所、プロジェクトコーディネーター、プロジェクト日本人専門家及びプロジ

ェクト対象サイトの村人）に対する質問票を作成し、事前に配布し全てに関し回答を得た。 

 

(4) 関係者に対するインタビューの実施 

上記質問票の回答を基に、評価 5項目の観点から不足する情報の補足、またプロジェクトの実績、実

施プロセスの確認を目的として、プロジェクト関係者に対する個別インタビューを実施した。対象は、

環境省水森林狩猟土壌保全局長補、ニョーロ県森林事務所長、プロジェクトコーディネーター、プロジ

ェクト日本人専門家で、日本人専門家を除き、約 30分から 1時間程度で各 1回行った。プロジェクト

日本人専門家については数回インタビューの時間を設け、各 1時間から 2時間かけて情報収集を行った。

その他、本プロジェクトと連携協定を締結している他プロジェクト関係者にもインタビューを行った。 

 

(5) プロジェクト活動の視察 

上記のインタビューによる情報を補完しプロジェクトの現況を確認するため、調査団はプロジェクト

の対象サイトを視察した。同時に、多くのサイトにおいて、プロジェクト活動に関係する住民から活動

の実施状況等について意見聴取した。 

 

(6) 合同評価報告書の作成 

合同評価調査団員（日本側、セネガル側双方）が合意した評価結果を合同評価報告書としてまとめ、

2



 

合意文書（ミニッツ）を作成した。 

 

1-4 評価調査日程 

 
日

順 
月日 

曜

日 
行程 

1 2007/12/3 月 

9：00 JICA事務所打ち合わせ 

11：00 大使館表敬 

15：00 森林局表敬（調査団の目的説明/インタビュー） 

2 2007/12/4 火 

AM 移動（ダカール⇒フンジュン） 

「サルームデルタにおけるマングローブ管理の持続性強化プロジェクト」

PM Ndiambangにて合流、AIセミナー視察  

3 2007/12/5 水 

「サルームデルタにおけるマングローブ管理の持続性強化プロジェクト」

AM フンジュン森林局、Mbam、Gague視察・住民インタビュー  

PM Kamataneにて合流、Kamataneにて AIセミナー視察 

4 2007/12/6 木 

「サルームデルタにおけるマングローブ管理の持続性強化プロジェクト」

AM Bangalere視察・住民インタビュー  

PM Sangako及び Dassilamé村視察・住民インタビュー 

5 2007/12/7 金 

「サルームデルタにおけるマングローブ管理の持続性強化プロジェクト」

AM Siwo視察・住民インタビュー、Djirnda植林地視察  

PM CRセミナー合流、Djirnda住民インタビュー 

6 2007/12/8 土 

「サルームデルタにおけるマングローブ管理の持続性強化プロジェクト」

AM 合同評価報告書作成 

PM 移動（フンジュン⇒カオラック） 

7 2007/12/9 日 

「総合村落林業開発計画延長フェーズ」 

9 :00  評価スケジュールの確認など 

10 :00  対象村訪問：マンビ、クール・タンバ地区 

17 :00  インタビュー（PRODEFI日本人専門家） 

8 2007/12/10 月 

「総合村落林業開発計画延長フェーズ」 

9 :00  インタビュー（森林局県局長） 

10 :30 対象村訪問：メディナ・サバ地区 

17 :00  インタビュー（PRODEFIセネガル人カウンターパート） 

9 2007/12/11 火 

「総合村落林業開発計画延長フェーズ」 

AM ニョーロでの DFRセミナー 

PM インタビュー（カオラック州局長） 

    インタビュー(連携プロジェクト関係者）  

    合同評価報告書作成 
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10 2007/12/12 水 
移動（カオラック⇒ダカール） 

合同評価報告書案の作成 

11 2007/12/13 木 
合同評価報告書案の作成 

15：30 森林局との合同評価報告書案に係る協議 

12 2007/12/14 金 
10：00 調査団評価結果報告会 

15：00 大使館報告 
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第 2 章 プロジェクトの背景・経緯と概要 

 

2-1 相手国の要請の背景 

 
（1）2006 年に改定されたセ国の第二次貧困削減戦略文書（DSRPII：2006-2010 年）では、経済成長と

社会開発の一体化を重視し、①「富の創出～貧困解決に資する成長のために～」、②「基礎社会サービ

スへのアクセス振興の加速」、③「社会保護と災害予防と管理」、④「グッドガバナンスと参加型で分権

化した地方開発」、の 4 本の柱を打ち出している。特に、①の柱に対して、セネガル政府は、首相府主

導で「経済成長戦略(SCA)」を打ち出し、「加速化された経済成長こそが貧困を削減する」との理念を掲

げて、10 年間で国民総所得を倍増し、新興国入りするなどの大胆な目標を設定し、経済成長を強く志

向した経済開発を目指している。 

 

（2）同戦略書では環境分野は上記②に位置づけられ、自然資源は長期的な成長のために重要とみなさ

れている。その一方で、セネガルの自然資源は悪化の一途を辿っているとされ、その根源的な原因は、

非持続的な仕方での利用にあるとしている。この対策として、12 項目の目標が掲げられ、中でも持続

的な資源利用、そのための自然資源管理に係る能力強化が謳われている。その他、セネガル政府の環境

分野関連の政策文書としては、「環境セクター政策書簡（以下、LPSE）」及び「セネガル森林政策（以

下、PFS）」が挙げられる。 

 

（3）LPSEはセネガル政府の環境政策を網羅した内容で、援助機関からの支援を含む環境自然保護省の

全ての活動は LPSEで設定されたプログラムにアラインさせることとなっている。なお、LPSEでは、4

つの主要課題・目標（①自然資源と環境劣化の軽減、②貧困削減への貢献、③サービスの改善、④地球

環境保全への貢献）の下に 8つのプログラムを設定している。 

 

（4）PFSは 2005年から 2025年までの長期展望として、「生物多様性と森林資源とを持続的に管理・保

全することによって貧困削減に貢献し、地方分権化政策とドナー等の協力との整合性を取りつつ、国民

の木材等森林資源の需要を満たすために、社会と生態との均衡を維持する」ことを打ち出し、5つの軸

（①動物相と森林資源の開発と合理的管理、②地方自治体及び NGO等の能力強化、③森林官の能力強

化、④民間による森林開発、⑤大都市及び中規模都市における森林開発）を設定している。 

 

（5）以上のとおり、セ国は自然資源のバランスの取れた保全と利用とを同時に達成させるべく方針を

採っており、その実施に際して、地方分権化のような国内での状況の変化も受けつつ、地方レベルとり

わけ住民レベルでの自然資源管理のための能力強化を課題としている。 

 

（6）なお、環境セクターにおける DSRP I及び IIの実施については、2005年から 3年間のセクター別

中期支出計画（以下、CDS-MT）が策定され、DSRP 及び LPSE との整合性等に基づいて計画の策定と

予算の確保がなされている。環境分野のトップドナーであり、環境省の計画策定能力の強化を図ってき

たオランダは、CDS-MTに 6750万ユーロの支援をすることをセネガル政府と合意している（05-09年）。 
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2-2 プロジェクトの経緯 

 
上記のようなセ国の環境分野の動向を背景として、セネガル政府は日本政府に対して、「総合村落林

業開発計画」に係る要請書を提出し、2000年 1月から 5年間協力が実施された。 

同プロジェクトでは、活動を開始してから 2年半を経た中間時点において、プロジェクト活動等の大

幅な見直しを行い、PDMの改定作業が行われた。 

上記の経緯から、同プロジェクトは、活動が軌道に乗り始めた途上で終了を迎えることになり、住民

による持続的な自然資源管理活動の定着が課題となっていた。 

このため、両国は 2004年 12月に実施協議議事録（R/D）に署名し、2005年 4月から、引き続き住民

による持続的自然資源管理活動を支援することを目的として、延長フェーズを実施した。 

 

2-3 プロジェクトの概要 

 
 2005年 3月 30日に署名された PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）に基づくプロジェク

トのフレームワークは以下の通りである（和文は存在しないため英文記載する）。 

 

上位目標 

The activities of the sustainable natural resource management are initiated and practiced by local people. 

プロジェクト目標 

An extension model of the sustainable natural resource management is elaborated and disseminated by PRODEFI 

in the target areas. 

期待される成果 

1）Biophysical and socioeconomic baseline data of each target village is collected. 

2）Training programs are established in collaboration with villagers of the target villages. 

3）Villagers are trained in the target villages according to the training programs established. 

4）An extension system1 for the sustainable natural resource management is practiced through dissemination 

networks of training participants. 

5）Local resources are mobilized by the villagers to continue the activities of sustainable natural resource 

management after the training.  

6）Results of PRODEFI are accessible to the public. 

7）The management, coordination, and collaboration capacity of PRODEFI is reinforced. 

 

協力活動内容 

1-1 Curry out a study on the socioeconomic and ecological situations of each village in the target areas. 

1-2 Survey practices, problems, and initiatives of villagers concerning the natural resource management. 

1-3 Inventory the natural resource management activities of various organizations (state, donor agencies, NGOs, 

etc.) in/around the target areas. 

                                            
1 The extension system proposed by PRODEFI is based on a non-selective training organized in each target 
village.  
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2-1 Analyze the local training needs for each social group. 

2-2 Determine theme and the contents of the training. 

2-3 Identify local resources and opportunities to train villagers. 

2-4 Establish the training program for each village. 

 

3-1 Plan and execute the training2 in consultation with villagers following the established programs. 

3-2 Monitor the activities of training participants..  

3-3 Update the training programs based on the results of monitoring and evaluation. 

 

4-1 Conduct interviews with training participants to verify the application of what they have learned in the 

training. 

4-2 Conduct interviews with other villagers to examine how much the activities are extended through the 

practices of training participants. 

4-3 Assess and record the changes in knowledge, attitudes, and practices of villagers on the sustainable natural 

resource management. 

4-4 Accumulate and analyze the experiences of the Output 1 to determine the categories and contents of survey 

regarding sustainable natural resource management by villagers. 

4-5 Accumulate and analyze the experiences of the Output 2 to 4 to establish an appropriate training method. 

 

5-1 Monitor activities of sustainable natural resource management carried out by villagers. 

5-2 Identify the problems and difficulties related to activities of sustainable natural resource management after the 

trainings. 

5-3 Encourage villagers to overcome theses difficulties with their own resource. 

5-4 Support villagers to find information concerning the financing (donors, etc.) for their sustainable natural 

resource management activities. 

5-5 Support villagers to establish appropriate financing mechanisms. 

 

6-1 Present the results of the Project to the partners. 

6-2 Publicize the Project experiences through the information bulletins. 

6-3 Exchange experiences with the government and development partners regarding sustainable natural resource 

management.  

7-1 Assign a person in charge of the Project activities to each target area. 

7-2 Improve the communication between villagers, development partners and the Project. 

7-3 Assure the collection, processing and distribution of information in each target area by the Project. 

7-4 Strengthen technical capacities of the project members to realize planned activities effectively. 

 

                                            
2 Training: including training sessions, technical follow-up, and monitoring. 
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第 3 章 プロジェクトの実績 

 

3-1 プロジェクトの実施体制 

 
プロジェクト実施体制は以下の通り。プロジェクトの効果的な運営のために、対象村 30 村を 6つの

地区に分け、各地区に担当アニメーター1名を配置している。 

 

プロジェクト活動実施体制 

 

 

3-2 プロジェクトの投入実績 

 
3-2-1日本側投入 

計画（R/D） 実績 

専門家 

総括／地域開発 

土壌保全／社会

林業／普及・広報 

マイクロファイ

ナンス 

ジェンダー・地域

専門家コンサルタント：2005年 4月以降、総括／社会林業、副総括／プロジェク

ト管理（研修計画策定）／情報・広報 1、土壌保全、情報・広報 2、マイクロフ

ァイナンス、社会調査／ジェンダー／地域連携 1／業務調整、森林経営、地域連

携 2／通訳の合計 8名の専門家（70.54M/M）が派遣された。 

 

表 3-1 日本の会計年度別専門家派遣状況 

 

ニョーロ県森林局 

( ) 内：対象村数 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

専門家

副ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 副総括

ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ 

総括

PRODEFI

アニメーター Ａ 

森林局 

Médina 
Sabakh (5) 

AR/CR Médina 
Sabakh 

A 
Firgui (5) 

Kantora (5)

CR Paoskoto 

Keur Tamba
(5) 

Mbappe (4)

Mamby (6)
CR Ｐrokhane

AR  Paoskoto 

A

A

A

A 

A 

対象地域 

カオラック州森林局 
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連携 

 

日本の会計年度 2005 2006 2007 

専門家人数 7 8 8 
 

カウンターパー

ト本邦研修 

 

 

 

 

合計 4名のカウンターパートが本邦にて「持続的な森林管理のための政策」コー

スを受けた。 

 

表 3-2 日本の会計年度別カウンターパート研修実施状況 

日本の会計年度 2005 2006 2007 

カウンターパー

ト人数 
0 2 2 

 

機材 

 

 

 

 

 

 

合計約 9,300,000円が機材費のために支出された。主要機材は、バイク（6台）、

車輌（四駆：1台）、発電機、パソコン（1台）、プリンター（1台）等である。 

 

表 3-3 日本の会計年度別機材費支出状況 単位：円 

日本の会計年度 2005 2006 2007 

金額 9,300,000 0 0 
 

現地業務費 

 

 

 

 

 

 

 

約 341,699,000円、およそ 1,386,078,075 FCFA相当が契約金額として支出された。

 

表 3-4 日本の会計年度別契約金額支出状況 

日本の会計年度 2005 2006 2007 

金額 
119,578,000 

(485,059,787) 

120,289,000 

(487,943,908) 

101,832,000 

(413,074,380) 

(計画)  

 

3-2-2 セネガル側投入 

計画（R/D） 実績 

1．スタッフの配

置 

 

(1) プ ロ ジ ェ ク

ト・ダイレクター

(環境自然保護省

水森林狩猟土壌

保全局局長) 

(2) プロジェク

ト・マネージャー 

(3)社会林業・開発

プロジェクト管理に係るカウンターパート及び技術分野のカウンターパートは、

3-5及び 3-6の通り配置された。事務要員は、日本側予算で配置された。 

 

表 3-5 プロジェクト管理に係るカウンターパート 

 職位 名前 期間 

(M/M) 

1 プロジェクト・ダイレクター Mr. Matar Cisse 

(環境自然保護省水森林狩

猟土壌保全局局長) 

38 

2 プロジェクト・マネージャー Mr. Ousseynou Seck 38 
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分野のカウンタ

ーパート 

(4)管理スタッフ 

(5)他の必要な支

援スタッフ 

 

 

 

 

 

 

3 アシスタント・プロジェクト・

マネージャ― 

Mr. Moustapha Sarr 27 

 

表 3-6 技術分野のカウンターパート 

 

職位 名前 期間 

(M/M) 

1 
森林局カオラック州ニョーロ県

パオスコト郡担当区長 

Mr. Cheikh 

Tidiane Lo 
38 

2 
森林局カオラック州ニョーロ県

メディナ・サバ郡担当区長 

Mr. Camara 

Mansour 
20 

3 
森林局カオラック州ニョーロ県

メディナ・サバ郡担当区長 

Mr. Amad 

Biram Diouf 
17 

 

表 3-7 支援スタッフ 

 

職位 名前 期間 

(M/M) 

1 秘書 
Ms. Aminata  

Cisse 
36 

2 ドライバー 
Mr. Elhadji  

Omar Niang 
36 

3 ドライバー Mr. Mor Fall 36 

4 警備員 Mr. Niokhor Ly 36  
土地・建物・施設 ニョーロ森林事務所が、プロジェクト事務所の土地を提供し、事務所は、前フェ

ーズに日本側予算で建設された。 

カウンターパー

ト予算 

 

 

 

 

 

 

総額約 32,576,224 FCFA、およそ 8,247,446円がカウンターパート予算として支

出された。セネガル側予算の執行は時に遅滞も生じた。 

 

表 3-8 セネガル側カウンターパート予算 単位：FCFA 

セネガルの会計年度 2005 2006 2007 

申請額 15,000,000 15,000,000 15,000,000 

支出金額 8,314,162 13,173,693 11,088,369  
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3-3 プロジェクトの成果の達成状況 

 
3-3-1 アウトプット 1の実績 

アウトプット 1「PRODEFIにより、各プロジェクト対象村落の自然や社会経済状況に関するベース・

ラインが把握される」 

PDMの指標 実績 

1.1 各村で少な

くとも 1つの調査

が行われる 

それぞれの対象村落で 2 つの調査が実施され、「ベース・ライン調査報告書」及

び「地域資源調査報告書」としてまとめられた。 

 

1.2 頻繁に調査

レポートが（プロ

グラムデザイン

等に）参照される 

プロジェクトチームは、研修計画策定のために頻繁に調査報告書を参照した。 

 

 

3-3-2 アウトプット 2の実績 

アウトプット 2「プロジェクト対象地域毎に、対象村の住民との協力により研修計画が策定される」 

PDMの指標 実績 

2.1 各対象村落で

準備された研修

モ ジ ュ ー ル の

数：現フェーズで

選定された村で

は 9つのモジュー

ル、前フェーズで

選定された村で

は 4つのモジュー

ル 

 

 

 

21 の新規対象村落のうち 20 の村落で 9 つ以上の研修モジュールが作成され、1

村落では 8つの研修モジュールが作成された。9つの継続対象村落のうち 5つの

村落で 4つ以上のモジュールが作成され、それ以外の 4つの村落では、3つのモ

ジュールが作成された。 

 

表 3-9 研修のために準備されたモジュール数  

村落数 準備され

たモジュ

ール数 
新規対象村落 (21) 

前フェーズからの継続

対象村落 (9) 
合計 

3  4 4 

4  4 4 

5  1 1 

6    

7    

8 1  1 

9 3  3 

10 13  13 

11 4  4  
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2.2 研修セッシ

ョン（回数）の数

（ 225 セッショ

ン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト実施期間を通して、合計 246セッション（回）の研修が対象村落で

実施され、13セッション（回）の出前研修が POGV2と PROGERTプロジェクト

の対象村落で実施された。 

 

表 3-10 対象村落における研修実績 

 
研修セッシ

ョン 

研修セッシ

ョン/ 対象村

落 

研修日数

合計 

研修期間 /

対象村落 

前フェーズからの

継続対象村落 

 (9村) 

33 3.7 65 7.2 

新規対象村落 

 (21村) 
213 10.1 540 25.7 

 

表 3-11 対象村落外での出前研修 

研修分野 他ドナー 村落数 研修期間 
研修参加者数

(女性) 

植林 POGV 2 4 8 473(349) 

野菜／堆肥作り 同上 4 12 308(235) 

家畜肥育 同上 4 12 291(204) 

枠堰 PROGERT 1 3 47(0) 

合計  13 35 1,119(788) 
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3-3-3 アウトプット 3の実績 

 アウトプット 3「プロジェクト対象地域で、策定された研修計画に沿い、対象地域の住民の能力開発

がなされる」 

PDMの指標 実績 

3.1 社会グループ

によって分類さ

れた研修参加者

の人数（男性：

1823 人、女性：

4860人） 

 

 

 

合計 5,002人の男性と 10,822人の女性が植林、苗木生産、野菜栽培・加工等の研

修を受講した。 

 

表 3-12 研修参加者数 

研修参加者数 
年度 

男性 女性 

2005 2,686 6,116 

2006 2,316 4,706 

2007 - - 

合計 5,002 10,822 
 

 

3-3-4 アウトプット 4の実績 

 アウトプット 4「対象村の住民のネットワークにより、持続的な自然資源管理活動の普及のための暫

定モデルが試行される」 

PDMの指標 実績 

4.1 10％以上の

研修参加者が研

修で習得した知

識や技術を使う 

プロジェクトの調査によると平均 59.2％の研修参加者が、研修を通して知識と技

術を習得した。研修後の実践の割合は、研修モジュールによって異なるが、ほと

んどの場合、10％以上の研修参加者が研修によって習得した技術を実践してい

る。 

4.2 67 人の住民

が研修参加者の

実践をコピーす

る 

プロジェクトの調査によると、50人の研修不参加者が研修参加者の実践をコピー

した。指標 4-2 は終了時評価時点では達成されていないが、上記データは 2007

年１月に取られたもので、サンプル数も研修不参加住民 1,169分のみであること

から、プロジェクト終了時には達成が見込まれる。 

4.3 住民の行動

変化 

 

終了時評価時のアニメーターへの質問紙調査結果から、枠堰による土壌浸食の問

題解決に関連して、住民の自主性とオーナーシップに向上が見られた、と回答あ

った。 

 

3-3-5 アウトプット 5の実績 

 アウトプット 5「持続的な自然資源管理活動の実施に最小限必要な補足的手段を活用する住民により、

地域の資源が動員される」 
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PDMの指標 実績 

5.1 持続的な自然

資源管理のため

の各活動の研修

参加者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2006年の苗木生産活動の研修参加者は、200人の個人と 29グループ、2007年は、

302人の個人と 26グループであった。植林活動の研修参加者数は、1,919人の個

人と 194のグループであった。 

表 3-13 苗木生産活動への参加者数  

年 集団数 参加者数 

2006 29 200 

2007 26 302 

 

表 3-14 植林活動への参加者数 

年 集団数 参加者数 投入(FCFA)* 

2005 39 224 243,425 

2006 112 979 151,570 

2007 43 716 126,360 

＊森林局県苗畑から苗を運ぶために住民側は馬車やガソリン代を負担。 

 

表 3-15 枠堰建設への参加者数と投入 

村落名 日程 参加者数 
投入金額 

（単位：FCFA） 

Ndiakhène/ 

Ndiba 

Ndiayène 

2006.７ 183 29,000 

Ndiakhène 2007.2 114 29,000 

Ndiakhène/ 

Yongo 

(2基建設) 

2007.5-7 

Ndiakhène :104 

Yongo: 6. 

合計:110 

44,500/ 2基 

Sotokoye 2007.2 97 19,000 

Keur Sountou 2007.2 112 22,000 

Daga Albouri 

/keur Nalla 2007.2-5 

Daga :27 

Keur Nalla :10 

合計 :37 

14,000 

合計  653 157,500 
 

5.2 住民の研修後

の各自然資源管

理活動への資金

住民は植林活動のために、苗木の運搬（森林局から植林地）に自らの荷馬車を使

い、プロジェクト車輌を利用する時は燃料代を支払っている。また、住民は枠堰

を造るための石や材料の運搬に係る燃料費を支払っている。プロジェクトの支援
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面、行動面での貢

献 

は、ドライバーと車輌を住民に貸すのみである。 

 

3-3-6 アウトプット 6の実績 

 アウトプット 6「PRODEFIの成果が公開される」 

 

PDMの指標 実績 

6.1 英仏語で少な

くとも 5つの出版

物（英仏語のファ

イナル・レポー

ト、仏語での対象

地域における 3つ

の調査レポート、

自然資源管理の

普 及 マ ニ ュ ア

ル：プロジェクト

終了時に評価） 

ドラフト・ファイナル・レポートが作成され、3人のカウンターパートがそれぞ

れ対象村落を分担して調査報告書を作成している。また、持続的な自然資源管理

のための普及モデルのドラフト・マニュアルが作成され、プロジェクト終了まで

に最終版が完成予定である。 

 

表 3-16 各地区の調査報告書担当者 

カウンターパート名 調査報告書の担当地区 

Mr. Ousseynou Seck  Firgi, Kantora  

Mr. Cheikh Tidiane Lo Mamby, Mbappe, Keur Tamba 

Mr. Amad Biram Diouf Medina Sabakh  

6.2 プロジェクト

主催の結果発表

セミナーの数 

プロジェクトは、計画、実施、プロジェクト結果報告のために 10 回セミナーを

既に実施し、プロジェクト終了時までに 4つのセミナーが計画されている。 

 

6.3 住民と他ドナ

ーの間での PROD 

EFI の知名度のレ

ベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクトの調査結果によると、98％の住民がプロジェクトの存在を知ってお

り、そのうち 84％がプロジェクト活動の主な内容を答えられる。なお、UNDP、

GEF、世銀、IFAD、WADB、GTZ及び USAIDの他ドナーの現地スタッフとの情

報交換等を通して、プロジェクトは認識されている。 

 

表 3-17 対象村落における PRODEFIの知名度 

PRODEFIを知っている人の数 
PRODEFIを知らない

人 

 

プロジェクトの名

前を「PRODEFI」 

と答えられる 

担当アニメ

ーターを知

っている 

PRODEFIを知らない

人数（割合） 115(38.3%) 179(59.7%) 6 (2.0%) 

合計人数 294 （98.0％） 6 (2.0%) 
 

 

3-3-7 アウトプット 7の実績 

 アウトプット 7「PRODEFIの管理、調整能力が向上する」 
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PDMの指標 実績 

7.1 PRODEFIとの

パートナーシッ

プに満足してい

る住民の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクトの調査結果によると、294人の住民のうち 93.5％が特に収入向上活

動やキャパシティ強化の点でプロジェクト活動に満足していると回答した。 

 

表 3-18 PRODEFIを知っている者の PRODEFIへの満足度 

 満足 不満足 

合計 275 (93.5%) 19 (6.5%) 

 

うち、満足と回答した 275人の項目別回答は以下の通り。 

 

表 3-19 何に満足しているか（自由・複数回答） 

項目 人数 (%) 

能力強化・研修を受けることができた 130 (47.4%) 

森林関係能力向上 10 (3.6%) 

その他（野菜栽培・土壌保全等）の能力向上 18 (6.6%) 

収入向上に貢献した 196 (71.5%) 

森林関係の収入向上に貢献した 30 (10.9%) 

その他の収入向上に貢献した 50 (18.2%) 

自然資源管理に裨益した 7 (2.4%) 

物資の支援があった 4 (1.4%) 

村の発展に寄与した 12 (4.4%) 

そのほかの理由 86 (31.4%) 

 

 

7.2 署名された

MUの数（プロジ

ェクト終了時に

評価） 

プロジェクトは PROGERT及び POGV2のプロジェクトと連携に係るMUに署名

し、PROMERとの連携協定の署名を検討中。 

 

 

 

3-4 プロジェクト目標の達成状況 

 
プロジェクト目標「対象地域により持続的資源管理モデルが策定され、普及する。」 

プロジェクト目標はプロジェクト終了までに達成されると考えられる。 

PDMの指標 実績 

1．＜研修参加者

の普及ネットワ

-ドラフト・ユーザーズ・マニュアルが作成され、プロジェクト終了時までには

最終版が完成予定である。 
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ークを基盤にし

た持続的な自然

資源管理のため

の普及モデル＞

（英仏語版）が利

用可能である 

-研修参加者のネットワークを通して研修内容が普及されている。2007 年 1 月の

調査結果によると、1人の研修参加者につき約 1～30人の研修不参加者に研修内

容を伝達しており、平均すると各人が約5人に研修内容を伝えていることになる。

 

表 3-20 研修技術の普及（研修参加者による普及） 継続村での２回目、新規村

での１回目の調査結果 

テーマ 

参 加

者数 

 

うち不参加

者に伝達し

た人数 

村内で伝

達（平均伝

達人数） 

村外で伝達

（平均伝達

人数） 

伝達者との関係 

植林 184 45(24.5%) 40 (4.57) 10 (5.3) 

親族(68.5%), 

隣人(15.9%) 

友人 (13.0%) 

苗木生

産 
177 38(21.6%) 34 (4.35) 5 (11.40) 

親族(78%) 

隣人(9.8%) 

友人(7.3%) 

 

表 3-21 研修技術の普及（研修参加者による普及）新規 10村での調査結果 

テーマ 参加者数 うち不参加者に伝達した人数 

植林 191 30(15.7%) 

苗木生産 203 12(5.9%) 

 

表 3-22 研修技術の普及（研修不参加者への普及）継続村での２回目、新規村で

の１回目の調査結果 

テーマ 
研修不参

加者数 

研修内容を聞

いた人数(割合)

研修内容を実

践した人数(割

合) 

うち初め

て実践し

た人数 

植林 116 18 (15.5%) 27 (23.3%) 13 

果物・野菜加工 155 27 (17.4%) 4 (2.6%) 4 

野菜栽培＊ 106 6 (5.7%) 21 (19.8%) 8 

家畜肥育 173 23 (13.3%) 6 (3.5%) 2 

苗木生産 123 20 (16.3%) 15 (12.2%) 8 

土壌保全 125 23 (18.4%) 9 (7.2%) 8 

果樹栽培 147 20 (13.6%) 18 (12.2%) 11 

なお、研修した内容を実践した人数が、研修内容を聞いた人数を上回っている植

林、野菜栽培については、周囲で活動が行われたため、直接研修内容を聞いてい

ないが、同様の活動を行った人数も含まれた数字になっている。 
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表 3-23 研修技術の普及（研修不参加者への普及）新規 10村での調査結果 

テーマ 
研修不参加

者数 

研修内容を聞い

た人数(割合) 

研修内容を実

践した人数（割

合） 

植林＊ 110 7 (6.4%) 19 (17.3%) 

果物・野菜加工 107 4 (3.7 %) 2 (1.9%) 

野菜栽培＊ 76 1 (1.3%) 2 (2.6%) 

家畜肥育 183 8 (4.4%) 1 (0.5%) 

苗木生産＊ 97 7 (7.2%) 12(12.4 %) 

土壌保全＊ 103 0 (0%) 7 (6.8%) 

果樹栽培 163 6 (3.7%) 6 (3.7%) 

植林地経営 226 10 (4.4%) 1 (0.4%) 

木炭製造＊ 104 8 (7.7%) 0 (0%) 

合計 1,169 51 50 
＊野菜栽培研修、木炭製造研修は、9村のみで実施。よって調査対象者数は 270人。 

また、研修した内容を実践した人数が、研修内容を聞いた人数を上回っている植

林、苗木生産、土壌保全については、周囲で活動が行われたため、直接研修内容

を聞いていないが、同様の活動を行った人数も含まれた数字になっている。 

2．持続的な自然

資源管理の普及

モデルのマニュ

アルの配布数 

ドラフト・ユーザーズ・マニュアルは、森林局に 40冊、カオラックの NGOや他

ドナー等関係者に 50冊、他の地域の関係者に 2冊配布された。 

3．PRODEFIモデ

ルの関連組織の

コメント 

2007年 12月 11日にニョーロで実施されたセミナー参加者のインタビュー結果に

よると、PRODEFI モデルは、地域住民による持続的な自然資源管理のためのア

プローチとして適切と評価されている。 

 

3-5 上位目標の達成見込み 

 
上位目標「対象地域住民により持続的自然資源管理活動が実行される」 

上位目標は、プロジェクト終了後 3～5 年以内に達成されるか否かは判断が困難。しかし、いかつかの

ポジティブな傾向が見られた。 

PDMの指標 実績 

1．持続的な自然

資 源 管 理 の

PRODEFI 普及モ

デルを採用した

他 ド ナ ー 及 び

NGOの数 

-終了時評価時点で PRODEFIモデルを取り入れている他ドナー及び NGOはない

が、いくつかの肯定的な傾向が見られた。 

・ダカール森林局は、日本社会開発基金（JSDF）に PRODEFIモデルを適用した

プロジェクト・プロポーザルを作成し提出した。 

・ドラフト・ユーザーズ・マニュアルが作成され、各ステークホルダーに配布さ

れた。 
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・プロジェクトは 2つの他ドナーのプロジェクトと連携協定を締結し、他 1プロ

ジェクトとも同協定について検討中にある。 

・PRODEFIプロジェクトと連携している PROGERTが、PRODEFIの対象地域を

プロジェクト・サイトとして選定した。 

2．PRODEFI普及

モデルから習得

した知識や技術

を実践した人の

数 

終了時評価時点で PRODEFIモデルを採用・実施している機関はない。 
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第 4 章 評価結果 

 

4-1 評価 5項目による評価結果 

 
4-1-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の理由から高いと判断される。 

-上位目標とプロジェクト目標は、セネガルの国家政策である「第二次貧困削減戦略ペーパー

（DSRPⅡ:2006-2010）」、「環境セクター政策書簡(LPSE)」及び「セネガル森林政策(PFS)」に合致して

いる。 

-プロジェクトは、地域住民による自主的な植林活動と農業等の現金収入向上活動とを促進しており、

対象地域のニーズに合致している。 

-「JICA 国別事業計画（2006）」でも砂漠化防止を含む環境は、重点分野の一つとされている。環境

分野協力の方針は、95年の経済協力総合調査団報告書によれば、「持続可能な森林管理の推進による

砂漠化防止と住民の生活向上」とされ、開発課題①「植林等緑の推進を図るための技術指導及び普及

活動」、②「苗木生産体制と植林支援」、③持続的な自然資源管理と利用のためのモデル開発と普及、

村落資源管理と利用による村落林業促進モデル地域の開発」が確認できる。現在の環境分野の協力は、

上記開発課題③にも対応するもので、「住民主体による持続的な自然資源・環境管理の推進を通じた

砂漠化防止への取り組み」がその内容になっており、住民主体の持続的な自然資源・環境管理は、重

要なアプローチである。 

 

4-1-2 有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から概ね高いと判断される。 

1)プロジェクト目標達成の見込み 

-プロジェクト目標は、プロジェクト終了までに達成する見込み。 

-PRODEFIモデルのドラフト・ユーザーズ・マニュアルが関係機関に配布済み。プロジェクト終了ま

でには完成版が配布予定。 

 

2)アウトプットのプロジェクト目標への貢献度 

-全てのアウトプットは、各々互換性を持ってプロジェクト目標に貢献。アウトプット 1から 7への

プロジェクト目標への貢献は以下の通り。 

・アウトプット 1 では、プロジェクト・サイトの調査によって対象地域を選定し、ベース・ライン

調査を実施。 

・アウトプット 2及び 3では、対象地域で研修を実施。 

・アウトプット 4及び 5では、研修に基づいて住民の活動をフォロー。 

・アウトプット 6及び 7では、報告書とマニュアルを作成し、PRODEFIモデルを普及。 

 

3)促進・阻害要因 

-プロジェクトの非選択式の研修方法は研修の機会を得られなかった多くの村人のモチベーションを
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高めた。 

-プロジェクトの研修では現地リソース（講師・機材等）を積極的に活用した。その結果、住民は必

要な時に研修講師に指導を求めることができ、プロジェクトが導入した活動の持続性を高めた。 

-アニメーターの活動が村落の住民のニーズ把握、フォローアップ、モニタリング等に貢献した。 

 

4-1-3 効率性 

プロジェクトの効率性は、以下の理由から高いと判断される。 

投入 

＜日本側＞  

-専門家派遣は、タイミング、期間、人数、質、専門性の点で適切であった。 

-カウンターパート本邦研修は、タイミング、期間、人数、質、内容、プロジェクトにおける技術・

知識の活用の点で適切であった。 

-機材・材料についてもタイミング、質、量、活用の点で適切であった。 

＜セネガル側＞ 

-カウンターパートの配置は、アシスタント・マネージャーの配置が１年程遅れたが、タイミング、

技術レベルは適切。特にプロジェクトの開始当時から 8 年間従事したプロジェクト・マネージャー

の貢献度は大変大きい。 

-ニョーロ森林事務所の 2名のカウンターパートは、プロジェクト対象地の全活動をカバーするには

十分な人数ではないと思われるが、とても献身的でありプロジェクトに貢献した。 

-管理スタッフの配置は、タイミングは適切であり、技術レベル及び専門性については、概ね適切で

あった。 

-土地についてはプロジェクトに提供されたが、プロジェクト事務所は前フェーズの時に日本側予算

で建設され、それを引き継いだ。 

-セネガル側予算については、最終年度の執行に遅滞が生じた。 

 

効率性の促進・阻害要因 

-大変献身的なアニメ―ターの熱心な活動、研修の現地講師など現地リソースの活用、住民への非選

別的なマス（多数）への研修、住民のモチベーションの高さと主体性がアウトプットの達成を推進し

た。 

-プロジェクトは、住民に意欲があり植林地に利用可能な土地を検討し、適切な対象村落を選定した。

-住民は、活発にマイクロファイナンスを村落内にて実施した。CMSのような伝統的なファイナンス・

システムへのアクセスは、アウトプットの達成を助長した。 

 

4-1-4 インパクト 

(1)上位目標の達成の見込み 

-3～5 年以内に上位目標が達成されるか否かを予想することは困難だが、以下の通り予期せぬ正のイ

ンパクトが見られた。 

・住民同士のコミュニケーションと協力体制が強化、グループで活動するようになった。 

・収入向上活動からの利益の一部の活用により、井戸等の住民にとって重要な設備が整備・管理された。
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・ニョーロ森林事務所のカウンターパートが意識を高め、自然資源管理を目的とした住民の生計向上

のために積極的に活動に従事するようになった。カウンターパートの中には、プロジェクト活動を通

して自信がつき、プレゼンテーション等を積極的に行うようになった者もいる。 

(2)予期せぬ負のインパクト 

・ある対象村落で女性グループが管理する基金が収入向上活動によって膨らんできた結果、男性グル

ープと女性グループとの間で利益の配分に係る合意がうまくいかず、関係が悪化した。 

 

4-1-5 自立発展性 

-住民による自然資源管理活動の自立発展性は、森林局の適切な支援を受けることによって、高いも

のと判断する。 

-将来的なプロデフィモデルの普及については、現時点では明確には判断できない。 

(1)住民による自然資源管理の自立発展性 

・対象地域住民はユーカリ植林、苗畑、木炭生産、野菜栽培、枠堰作り等に必要な技術と知識を習得

した。 

・住民は、CMS の様なマイクロファイナンス・システムやグループ・ファンドを活用し、現金収入

活動に必要な資金を捻出している。 

・住民は、森林局職員や現地の研修講師から活動に必要な技術的な支援を得ることができる。 

(2)森林局による支援の継続性 

-森林局による支援継続の可能性は比較的高い。 

・ニョーロ森林事務所の森林官の人数は、対象地域をカバーするのに十分な数ではなく、また、活動

を継続するための十分な予算は確保されていない。しかし、これまでプロジェクト活動に十分従事し

ており、活動継続への意志は強い。 

・プロジェクトの成功に貢献したアニメーターは、プロジェクト終了時点で契約が完了するが、数名

のアニメーターについては、村人への支援継続に対する意欲を示していた。 

・PRODEFIと連携していた PROGERTが、PRODEFIの対象地域をプロジェクト・サイトとして選定

した。よって、ニョーロ森林事務所に対する同プロジェクトの支援及び対象地域に対する支援は強化

されると予想される。 

(3)PRODEFIモデルの他地域への普及 

-プロデフィモデルの普及の可能性は、明確には判断できない。 

・森林局は、PRODEFIモデルを適用したプロポーザルを世銀の日本社会開発基金（JSDF）に提出し

たが、基金の条件に合致せず、承認されなかった。 

・プロジェクトが実施した枠堰技術が他ドナーのプロジェクト・サイトで実施されるなど、プロジェ

クトの活動レベルでの連携はなされている。 
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第 5 章 結論・提言・教訓・団長所感 

 

5-1 結論 

 
PRODEFI モデルの持続性という観点については、さらに強化されるべき点はあるものの、プロジェ

クト目標は達成され、評価 5項目もほぼ満たされていると評価する。 

 対象村落の住民は、プロジェクトによる研修と綿密なフォローアップによって自然資源管理活動に必

要な技術を身に付けた。このことは、苗木生産に関して今年度プロジェクトの投入がなかったのにもか

かわらず、昨年度に比べて苗木の生産量が増えていることに現れている。住民の技術習得に関しては、

プロジェクトの特徴である多数に対して現地のリソースを使って現地講師が行うという研修スタイル

が非常に有効であった。これにより、研修実施後の村人による活動実践率は高いものになっている。加

えて、1地区 1担当制のアニメーターを活用して、フォローアップの内容も含めてきめ細かく住民のニ

ーズに対応したことが、住民の技術習得のレベルを高めた。対象村では、プロジェクトが導入した収入

向上活動の利益を原資とした村落内のマイクロファイナンスも機能している。このことから、対象村に

おける住民による自然資源管理活動の持続性は高いと考える。 

 また、プロジェクトは、広報の機会を最大限に活用した。発表会やサイト訪問等を通じた広報はプロ

ジェクトに関する外部者の理解促進のみならず、プロジェクト・コーディネーターやアニメーター等の

セネガル側のプロジェクト関係者の意欲向上にもつながり、プロジェクト実施に対するセネガル側関係

者の求心力を高めた。これに加え、プロジェクト実施においても、ニョーロ森林事務所の森林官を十分

に巻き込んでおり、彼らは自分達が PRODEFIを実施しているという矜持を持って活動を展開した。こ

のようなことから、プロジェクト終了後の住民に対する支援体制としても、比較的高い持続性を期待で

きる。 

 他方、PRODEFIモデルの持続性、すなわち他ドナー（プロジェクト）がその実施において PRODEFI

モデルを採用すること、については難しい状況にある。プロジェクトは右の達成に向けて様々な機会を

捉えて広報活動並びに他プロジェクトとの連携を図ってきたが、他ドナーがプロジェクト実施に際して

プロデフィモデルを全面的に取り入れるまでには至っていない。しかし、森林局自体は PRODEFIモデ

ルに信頼感を抱いており、同モデルを活用したプロジェクトの実施を要望している。実際、同モデルを

活用したプロジェクトを日本社会開発基金（JSDF）に申請もしている。セネガル政府の中でこのよう

な高いレベルの PRODEFIに対する関心と信頼を醸成したことは、将来的なモデルの持続性を高める要

素と言える。また、広く関係者の理解を高めるため、PRODEFI ユーザーズマニュアルも作成され関係

機関に配布される予定である。 

PRODEFI は、研修とフォローアップという単純とも言える手段を用いたアプローチであるが、本プ

ロジェクトで強調すべきは、このアプローチの強みを最大限に活かすべく、また技術・知識がより多く

の人間の利益につながり持続性のあるものとなるよう、様々な工夫を加えて改善したことにある。その

改善の最たるものが、アニメーターの活用にある。6名のアニメーターは、アソシエーションを組織し、

プロジェクト終了後も対象村の支援に関わろうとしている。このことは、想定外のことではあったが、

プロジェクトが PRODEFIモデルを実施する上で行った改善がもたらした副次的な効果であり、いかに

PRODEFI がアニメーターというセネガル側のプロジェクト関係者の末端にまでポジティブな影響をも

たらしたかを示すものと考える。 
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5-2 提言 

 
5-2-1 プロジェクト活動の自立発展性（持続性）の確保に向けて 

プロジェクトの成果を持続・発展させていくためには、住民への技術支援が引き続き必要となる場面

も想定できる。よって、プロジェクトに配置してきたプロジェクトコーディネーターやニョーロ森林事

務所の職員をプロジェクト終了後にどのように配置・活用し、住民への普及活動を実施していくのか検

討する必要がある。 

ニョーロ森林事務所による住民に対する支援活動を効果的なものとするため、プロジェクトによって

供与された車輌やモーターバイクをニョーロ森林事務所に配備する必要がある。また、これら活動を実

施するための車輌の燃料や維持管理の予算を確保する必要がある。 

 

5-2-2 PRODEFIモデルの普及と適用 

PRODEFI モデルの普及については、各種広報を通じてプロジェクトによって鋭意実施されたが、他

のパートナー（ドナー等）がモデルを彼らのプロジェクトに採用するには至ってない。これは、他のパ

ートナーが自分達独自のアプローチを持って活動しており、PRODEFI モデルの全てを適用するという

よりは、PRODEFI プロジェクトが導入してきた活動で他パートナーにとっても効果的と思われるもの

を採用していく考えがあることによる。 

このため、PRODEFI モデルの効果をわかりやすく説明するなどして、引き続き他パートナー機関に

働きかけることが必要である。 

また、森林局は PRODEFIモデルを高く評価しており、同モデルを活用したプロジェクト案も既に策

定されている。今後、同プロジェクトがファイナンスされるよう、適切な場を捉えて関係機関に働きか

ける必要がある。 

 

5-2-3 類似プロジェクトとの情報交換 

村落レベルでの技術や手法をお互いに情報交換することは、プロジェクトの成果をより良くするだけ

でなく、村落の発展にも直接的につながりうる。このため、類似の PAGEMASプロジェクトや PROGERT

プロジェクトとお互いの成果を情報交換し、村落の発展に役立てていくことが大切である。 

 

5-2-4 ユーカリのマーケットと炭の生産・販売の許可に関する適切な申請手続きのための調査 

現在、セネガルの建設需要の増大から建築現場用足場材としてユーカリ材の需要が増大し価格が上昇

している。これにより、ユーカリ材の販売は村人にとって大きな収入源となっている。よって、この傾

向が今後も継続するか否かは住民の生活に直接的な影響を与えることから、将来のユーカリ材のマーケ

ット動向を踏まえた調査を実施し、適切な情報を住民へ提供していく必要がある。 

ユーカリ材からの炭生産が住民にとって利益を生み出そうとしている。将来的な需要と供給、生産・

販売に係る手続きの整備・簡略化等に関し検討の必要がある。 
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5-3 教訓 

 
プロジェクト活動の中で、住民との信頼関係の構築に関して、アニメーターのファシリテーターとし

ての役割が非常に重要であった。 

住民組織の状況、ファイナンスへのアクセスや既存の人材など村落の潜在能力を考慮して対象地域を

選定していくことが、プロジェクトの成果達成にとって不可欠である。 

プロジェクトの投入を最小限にすることが、持続性の確保にもつながる。例えば、研修の講師に現地

の人材を活用することが、コストの低減と終了後の持続性にもつながる。また、住民との信頼関係がコ

ストの低減にもつながる。例えば、住民のニーズを踏まえて研修を何度も実施していく中で、プロジェ

クトから研修手当や昼食を提供しなくても、住民は研修に参加するようになる。 

 

5-4 団長所感 

 
（1）評価 5項目 

5 項目については、いずれもポジティブな評価を得ることが出来た。5 項目の中で今後の課題として

留意すべき点は「自立発展性」である。森林局のオーナーシップは下記に述べるように高いものの、プ

ロジェクト実施段階においては特に予算の配布はなかった。本プロジェクトが住民の自主的･主体的な

働きを促す内容であったとはいえ、今後行政側が然るべき予算措置をとり、行政からの適切な支援を継

続していけるかどうか注視していく必要がある。 

ちなみに森林局の説明によると、2008 年から 2009 年の予算措置として 15 百万Ｆを本プロジェクト

のフォローのために計上しているとのことであった。 

 

（2）アプローチのユニークさ 

・「Non-Selective」な研修の実施： 

PRODEFI は研修を通じて住民の能力強化を図ってきたというクラシックな従来型の協力形態ではあ

るが、研修の対象を「Non-selective」とし、関心のある者は既成のグループや組織にこだわらずに参加

出来るというシステムを採用した点がユニークである。実際、政治･経済･社会･宗教等の面で外部から

一瞥する以上に村落内の人間関係は複雑であることが普通であり、既存の特定の行政組織や宗教組織、

女性グループ等に拠った活動を展開することを考えると、活動そのものが円滑に実施できるメリットは

あるものの、そのグループに属さないグループ、利害が対立するグループを実質上排除することになる。

このような分析に基づいて、「選択的」方法のネガティヴな面をさけるためにも、｢関心のある人はだれ

でもセミナーに参加できる｣と大きく門戸を広げたことが、結果的に研修のインパクトを高めている。 

 

・現地講師の積極的活用： 

日本人専門家が研修講師となって直接的に技術指導を行うのではなく、現地にある技術を広く分かち

合う実施形態をとったことから、特に研修内容が斬新で革新的な技術でなくとも、現地のコンサルタン

ト、アニメーターの指導によって村人に大きなインパクトを与えるセミナーを開催できた。これは現地

コンサルタントの能力の高さによるところも大きい。現地講師の活用によって、日本人専門家が研修講

師となる場合よりも予算的に低価格に収まり、現地語を使用するため、村人に確実に内容が伝わる成果

があった。 
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・女性のセミナー参加率の高さ： 

2005～2007 年の間に実施された植林，野菜栽培･加工等の研修に参加した 15,824 人のうち、女性は

68%(5,002 人)に上り、PDM の目標を大きく上回る実績を残した。また、実際に習得した技術を実践に

移した率も 10%以上を示している。ただし、これは当初から女性を特にターゲットとして狙ったという

よりも、展開したセミナーが野菜栽培や苗木生産、野菜栽培等、女性の参加が期待できる内容であった

からで、結果として女性支援の側面を持つことになったものと思われる。 

 

（3）普及強化、今後の発展性 

本プロジェクトにおいては、日本側からの財政的な支援をあえて制限的に行うにとどめた。地域住民

の自主性･主体性の尊重とプロジェクト実施後に住民だけで実施可能となる体制をプロジェクト実施段

階から整備するという配慮から行ったものであるが、おそらく「全ての支出を行政側や援助ドナー側の

負担でやってもらうこと」に慣れている住民側からすると、抵抗があったものと思われる。この原則を

厳しく貫いた結果、住民が苗木の運搬や枠堰の建設にかかる資材の運搬経費の負担や労働力の提供等、

「コミュニティー全体に利する内容であれば自らの経済的負担を引き受ける」事例が実際にでており、

今後の自立発展性に大きく希望を持たせる事象である。 

 

また、世銀の「日本社会開発基金（JSDF）」の活用はならなかったが（同基金のクライテリアに合致

しなかった）、UNDP/GEF（環境基金）が支援する PROGERT（落花生盆地土壌浸食対策プロジェクト）

や IFADが支援する PROMER（農業ビジネス支援プロジェクト）との連携に見るべきものが多かった。

特に前者の PROGERTの場合、森林局との間には「PRODEFI終了後も PRODEFIのアプローチを適用し、

ニョーロ地区（本プロジェクトの対象地域の一部）の活動を展開する」との合意文書が交わされており、

JICAが支援した PRODEFIは終了するものの、特に土壌保全に関連した活動が PROGERTに「引き継が

れる」点に注目すべきである。これは森林局が本 PRODEFIのアプローチを高く評価し、インパクトの

継続性を確保しようとしている証左といえる。 

 

ただし、PROGERTとの連携においても、「PRODEFIモデル（あるいはアプローチ）」とされる手法が

包括的に取り入れられたものとは考えにくく、個別のアクションの導入に留まっている。森林局の展開

する事業展開においても、セネガル国内において｢戦略｣として PRODEFIモデルに習うという次元には

到っておらず、今後専門家の派遣や協力隊員の派遣によるフォローにより、実証を深めていく必要があ

るものと考える。 
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2 合同終了時評価報告書 仏文 

 

27



28



29

付属資料１



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43




	表紙
	序文
	プロジェクト位置図
	写真
	評価結果要約表
	目次
	第1章　終了時評価調査団の派遣
	1-1　調査団派遣の目的
	1-2　調査団員の構成
	1-3　終了時評価調査の方法
	1-4　評価調査日程

	第2章　プロジェクトの背景・経緯と概要	5
	2-1　相手国の要請の背景
	2-2　プロジェクトの経緯
	2-3　プロジェクトの概要

	第3章　プロジェクトの実績
	3-1　プロジェクトの実施体制
	3-2　プロジェクトの投入実績	8
	3-2-1日本側投入
	3-2-2　セネガル側投入

	3-3　プロジェクトの成果の達成状況	11
	3-3-1　アウトプット1の実績
	3-3-2　アウトプット2の実績
	3-3-3　アウトプット3の実績
	3-3-4　アウトプット4の実績
	3-3-5　アウトプット5の実績
	3-3-6　アウトプット6の実績
	3-3-7　アウトプット7の実績

	3-4　プロジェクト目標の達成状況	16
	3-5　上位目標の達成見込み

	第4章　評価結果
	4-1　評価5項目による評価結果
	4-1-1　妥当性
	4-1-2　有効性
	4-1-3　効率性
	4-1-4　インパクト
	4-1-5　自立発展性


	第5章　結論・提言・教訓・団長所感
	5-1　結論
	5-2　提言
	5-3　教訓
	5-4　団長所感

	付属資料
	1　合同終了時評価報告書　英文




